
市の人事行政の運営等の状況
人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき公表します。

①職員の任免および職員数に関する状況

（会計年度任用職員（フルタイム）を（）に外数で記載）

（1）職員数に関する状況

※算出期間

　退職：令和6年4月1日～令和7年3月31日

　採用：令和6年4月2日～令和7年4月1日

※派遣職員を含む

（3）正職員の退職者の状況（令和6年度）

（4）会計年度任用職員の退職者の状況（令和6年度）

令和6年4月1日 令和6年度中の異動 令和7年4月1日

現在の職員数 退職 派遣増減 採用

合　　　計 28（5） 29（15） 1（10）

定年退職 7

区　　　分 退職者数

Ａ B C D （Ａ-Ｂ-Ｃ+D）

1（5） 3（15） 2（10）

大卒･高卒程度 14 17

その他（※）

区　　　分

任期付職

現在の職員数

29（15）

0 0 0

試験の程度 令和6年度 令和7年度 増減

大卒程度

備　　　考

応募認定退職 0

自己都合等

（2）職員採用の状況

3

487(99) 34（16）

正規の
試　 験

一般行政職

大卒・短大卒程度 10 6 -4

消防職 高卒程度 3 3 0

医療職

退職手当を支給されない者 13 在職期間6月未満 等

合　　　計 34

14

区　　　分 退職者数 備　　　考

任期満了等 11

自己都合 5

482（98）

合計 16
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（5）部門別職員の状況（各年度4月1日現在）

職員数
増減

令和6年度 令和7年度

獣医師採用による

(1) 1 1 組織改編による

一般行政

主な増減理由

13

0 育児休業等による

総　務 74 (6)

議　会 3 (0) 2 (0) -1

(0) 78 (0)

(19)

0 育児休業復帰による土　木 29 (0) 30 (0) 1

17 (1) 1 -1 人員配置の変更による商　工

小　計 243

公営企
業等

2 0 欠員補充による

小　計 112

1 -1 学芸員採用による

(47)

115 (18) 3 -1

消　防 76特別行政

教　育 36 (19) 37 (18)

239 (49) -4 2

55 (28) -5

73 (6) -1

28 (0) 1

0 育児休業等による

21 2 育児休業等による

0

16 (2)

(13) -1

0 人員配置の変更等による

税　務 12 (0)

民　生 60 (28)

農林水産 27 (0)

衛　生 22 (11)

(0) 6 (0) 0 0

病　院 101 (22) 97 (18) -4 -4

合　計 487 (99)

小　計 132 (33) 128 (31) -4 -2

482 (98) -5 -1

-1

その他 16 (7) 16 (10) 0 3

下水道 9 (4) 9 (3) 0

退職による

水　道 6



②職員の人事評価の状況

（1）人事評価の状況

・ 職員の勤務実績や職務遂行能力を正しく評定するため、全職員を対象に人事評価（能力評 

価、業績評価）を実施した。

・ 評価結果を6月及び12月の勤勉手当、1月の定期昇給に反映させた。

・会計年度任用職員は、再度の任用における判断要素の一つとして活用した。

③職員の給与の状況 ※（2）～（5）は正職員のみの数値

　（令和6年度普通会計決算見込額）

令和5年度

 人件費構成比

※人件費には特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

（2）職員の平均年齢、平均給料及び平均給与月額の状況 （令和7年4月1日現在）

（3）職員の初任給の状況 （令和7年4月1日現在）

※会計年度任用職員の初任給は、正職員の初任給を基礎に職種、職歴等に応じ決定

（4）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 （令和7年4月1日現在）

円

区　　　分
飛騨市 国

区　　　分 経験年数10年以上15年未満

高   卒 188,000 円 188,000 円

経験年数15年以上20年未満

高卒 253,000

348,700 円

平均年齢区　　分 平均給料月額

短大卒 204,400 円 204,400 円

決定初任給 決定初任給

一　 般
行政職

大　 卒 220,000 円 220,000 円

大卒 286,500 円 303,400

経験年数20年以上25年未満

一　 般
行政職

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

円 278,800 円 310,000 円

％

一般行政職 321,200 円 378,100 円 43.5 歳

千円228億3,928万7 33億1,726万4 千円 14.5 ％ 13.1

（1）人件費の状況

歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ）
人件費構成比

（Ｂ/Ａ）

平均給与月額



（5）退職手当の状況 （令和7年3月31日現在）

※平均支給額は令和6年度に退職した全職種に係る職員に支給された１人当たりの平均額

（6）職員手当の状況 （令和7年4月1日現在）

47.709月分

応募認定・定年等

6月期 1.250月分［1.050月分］ 1.050月分［1.250月分］

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

支給率 自己都合

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続30年 34.7355月分 40.80375月分

自動車などを利用する場合距離に応じて月額2,000円～31,600円を支給

12月期 1.250月分［1.050月分］ 1.050月分［1.250月分］

区　　分 内　　　容

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

期末・勤勉
手当※

[　]は
管理職

一般職 期末手当 勤勉手当

再任用 期末手当 勤勉手当

その他の加算措置 ― 2%～45%加算

2.100月分［2.500月分］計　 2.500月分［2.100月分］

最高限度額 47.709月分

住居手当 借家の場合　家賃の額に応じて28,000円を限度に支給

退職時特別昇給 ― ―

扶養手当

配偶者： 月額3,000円

平均支給額 580万1千円 1,404万3千円

その他扶養：　子1人月額11,500円　子以外1人月額6,500円

計　 1.200月分［1.200月分］ 1.200月分［1.200月分］

12月期 0.700月分［0.600月分］ 0.500月分［0.600月分］

6月期 0.700月分［0.600月分］ 0.500月分［0.600月分］

特定加算：　満15歳に達する日以後の最初の4月1日から満22歳に達する日

　　　　　　　以後の最初の3月31日までの子には月額5,000円を加算

通勤手当※
交通機関を利用する場合運賃相当額に応じ月額150,000円まで

特殊勤務
手当※

医師手当 (経験年数により10万円～40万円)

夜間看護等手当(勤務1回につき2,000円～6,800円)

獣医師手当 (1月につき50,000円)

人工授精取扱手当(1回につき　300円)

出動手当　救急出動(1回につき 救急救命士　600円)

                          (救急救命士以外の職員　300円)

              その他の出動(1回につき　300円)

廃棄物取扱手当 (1月につき10,000円)

※会計年度任用職員も支給がある手当



④職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間・休憩時間・週休日の状況 （令和7年4月1日現在）

・１日の勤務時間7時間45分、１週間の勤務時間38時間45分

（2）休暇制度の概要

翌年に20日を限度として繰越可。

正職員の平均取得日数　11.7日

療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められ

る必要最小限度の期間（最長90日）

特別休暇 内容により異なる 選挙権等の行使 （必要期間）

裁判員・証人等による出頭 （必要期間）

骨髄提供者となる場合（必要期間）※1

ボランティア活動に参加する場合 (5日以内)

結婚する場合 (連続する8日以内)※1

不妊治療に係る通院等の場合（5日以内）

産前･産後の場合(産前8週、産後8週)

保育時間の場合(1日2回それぞれ30分以内)※1

妻の出産の場合 (2日以内)

産前・産後に健康診査等を受ける場合 (必要期間)

男性職員が育児参加をする場合 (5日以内)

子の看護等をする場合※1

養育する子が1人：　　　　　5日以内

養育する子が2人以上：　10日以内

要介護者の介護をする場合※1

要介護者が1人：　　　　　5日以内

要介護者が2人以上：　10日以内

親族の死亡 (配偶者･父母7日､子5日､祖父母等3日)

父母の追悼 (1日以内)※2

夏季休暇 (連続する3日以内)

災害時等の休暇（7日以内～必要期間）

職員団体事務従事

職員の配偶者､父母､子､配偶者の父母､又は同居の

祖父母､孫､及び兄弟姉妹を2週間以上にわたり

介護する場合取得することができる。

3歳に満たない自分の子を養育するため、その子が

3歳に達するまで休業することができる。

※1会計年度任用職員にも制度があるが、正職員と制度設定が異なるもの

※2会計年度任用職員には制度がないもの

8:30～17:15 12:00～13:00 土曜日・日曜日

休暇の種類 付与日数 内容

勤務時間 休憩時間 週休日

年次有給休暇
※1

1年につき20日

年の途中に採用された者は採用月に応じて付与する。

病気休暇※1 必要最小限の期間

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混
雑を避ける場合 (1日につき1時間を超えない範囲)

組合休暇※2 30日(無給)

介護休暇※1 6ヶ月以内(無給)

育児休業※1
子が3歳に達する

まで(無給)



⑤職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分の状況 （令和6年度）

18件

（2）懲戒処分の状況 （令和6年度）

減給3件

⑥職員の服務の状況

（1）職務専念義務の免除 （令和6年度）

52件（主なもの：消防団の非常時業務、山岳救助隊　等）

（2）営利企業等の従事 （令和6年度）

224件（主なもの：消防団、統計調査員、農業、各種団体等役員　等）

⑦職員の退職管理の状況

（1）職員の再就職の状況 （令和6年度）

市以外に再就職した者

⑧職員の研修の状況

（１）職員研修の実施状況 （令和6年度の主なもの）

被雇用
者

市に再就職した者

他の地
方自治
体等

0 6 2 3 7

自営業

公務員倫理・業務改善研修 3 363人 全職員

階層別研修 42 延べ240人 管理職～新規採用職員

名　　称 回数 参加者 対象者

1

退職者数

34 15

その他
（再就
職しな
い者
等）

37人 希望職員

ハラスメント防止研修 - 100人 管理職（動画視聴）

EBPM研修 1 52人 管理職

希望職員

脱炭素推進研修 1 22人 希望職員

専門研修 73 延べ90人 希望職員

新規採用職員初期集中研修 5 100人 新規採用職員及び希望職員

DX意識醸成研修

特別職

3 116人

再任用
職員

会計年
度任用
職員

人材育成研修 1



⑨職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）職員の福祉制度の状況 （令和6年度）

岐阜県市町村職員共済組合の制度による

定期健康診断（一般、心電図、血液、視力）

腹部超音波検診

大腸ガン検診

乳ガン・子宮ガン検診

ＰＳＡ（前立腺）検診

肺ガン検診

骨密度検診

眼底検査

脳検査

内臓脂肪測定

精密聴力検査

呼吸器機能検査

ヘリコバクター・ピロリ抗体検査

（2）公務災害等の発生状況 （令和6年度）

（3）ストレスチェック実施状況 （令和6年度）

※会計年度任用職員（嘱託、1種1号、1種2号）を含む

⑩その他

（1）特別職の報酬等の状況 （令和7年4月1日現在）

（２）公平委員会に係る業務の状況 （令和6年度）

医療職 1件

技能労務職 0件

区　　分 対象職員数

区　　分 認定件数

一般行政職 3件

福祉職 0件

共済制度

健康診断

面接指導実施 0

区分 給料（報酬）月額

市長 830,000円

調査票配布 652

調査票提出 623

高ストレス判定 83

区分 件数

勤務条件に関する措置要求 0件

不利益処分に関する不服申立 0件

副市長 680,000円

教育長 550,000円


